
災害時におけるブロック塀等の安全対策の実施に関する協定 

締   結   式 

 

 

 

                  日 時：令和５年１月１７日（火） 

                      １３：３０～１４：００ 

                  場 所：県庁舎北棟３階 県土整備部長室 

 

 

 

次   第 

 

 

 

１ 出席者紹介 

 

２ 協定書交換 

 

３ あいさつ 

  ・青森県      県土整備部長  宮本 健也 

  ・一般社団法人青森県エクステリア協会   会長 中川 和彦 氏 

 

４ 写真撮影 

  ・県土整備部長と会長 

  ・部長・課長と一般社団法人青森県エクステリア協会関係者 



令和５年１月１１日 

建 築 住 宅 課 

 

 

災害時におけるブロック塀等の安全対策の実施に関する協定について 

 

 

ブロック塀の倒壊により、昭和 53年の宮城県沖地震で 16人が死亡したことを受け、昭和 56年に

建築基準法施行令の改正による規定の強化がなされたものの、平成 17 年福岡県西方沖地震で 1 人、

平成 28年熊本地震で 1人、平成 30年の大阪北部地震で 2名の死者が発生しています。 

県としても、これらの被害を受け国から示された既設の塀の安全点検のチェックポイントを活用

するなどし、所有者等への注意喚起の実施や、令和 2 年度からのブロック塀の安全対策に対する補

助金の創設などの取組みを推進してきたところです。 

 この度、災害時における対応について一層の強化を図るため、一般社団法人青森県エクステリア

協会と災害時におけるブロック塀等の安全対策の実施に関する協定を締結するものです。 

 

１ 協定の相手方 

一般社団法人青森県エクステリア協会※ 

○これまでの県への協力 

所有者等からの相談等があった際の対応、青森県建築物等地震対策連絡協議会における講演等 

 

会 長：中川 和彦 

 所在地：青森市堤町二丁目 14番 1号 株式会社奥崎工業所内 

※１ 公益社団法人日本エクステリア建設業協会青森支部を前身とし、令和 2年 6月に 

創設された法人（会員 11社） 

 

２ 協定の概要 

災害等による被災したブロック塀等の倒壊による二次災害を防止して住民の安全の確保を図る

ため、県の要請により一般社団法人青森県エクステリア協会の会員であるブロック塀診断士（現

在 11名）が、緊急輸送道路、避難所又は通学路等にあるブロック塀等の被害状況の調査、二次災

害発生の危険の程度の判定及び表示を行うことに関して必要な協力を行うものです。 

参考：同様の協定は全国初 



  


